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◯ 研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン

研究機関において、公的研究費の不正使用が後を絶たないことから、文部科学省は、研究

機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(以下、「ガイドライン」という。)

を、平成２６年２月１８日に改正（平成１６年２月策定）しました。

国立大学を含む各研究機関は、ガイドラインに基づき、公的研究費を適正に管理、監査す

るために、各種取組を行なわなければなりません。
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公的研究費の管理・監査のガイドライン及びコンプライアンス教育



機関内の責任体制の明確化

4

本学の体制については 、下記 U R Lを参照ください 。

「 宮崎大学における公的研究費の管理 ・監査体制 」
http://www.miyazaki-u.ac.jp/education/files/20170602public6.pdf

http://www.miyazaki-u.ac.jp/education/files/20170602public6.pdf


関係者の意識向上及び研究者の意図しない不正使用の防止

5

また、ガイドラインは、研究者が日常的な研究活動において自らの行為がルール等に抵触
するか否かを事前に相談するための、相談窓口を設置することを求めています。

〇ガイドラインが求める情報伝達確保体制構築○
研究者に予め設置された相談窓口に事前に相談させることによって、研究者が意図せずに
不正使用を行うことを未然に防ぐことができます。
研究者が相談窓口を積極的に利用することで事例が相談窓口担当部署に蓄積されます。
この蓄積された事例は所属機関の基本方針や内部規程、コンプライアンス教育の内容にも
フィードバックされます。

知識の集積
と共有化

相談窓口は、研究者が日常的な研究活動において自らの行為がルール等に抵触するか否かを事前に相
談するためにあります。ルール等に関する疑問・質問等がございましたら是非、相談窓口をご活用く
ださい。相談窓口の連絡先につきましては、下記URLを参照ください。
「 相談窓口 ・不正通報窓口 」
http://www.miyazaki-u.ac.jp/education/files/20170602public3.pdf

知識の集積と共有化

http://www.miyazaki-u.ac.jp/education/files/20170602public6.pdf


研究費の適正な運営・管理活動
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不正防止計画の策定
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宮崎大学公的研究費不正防止計画 【平成20年4月1日策定、平成26年10月1日改訂】

（抜粋）

１．不正防止に向けた重点項目の実施

不正防止については、規程及びそれに基づく各種の施策において計られているところであるが、更に本計画におい
て、不正が生じやすい「物品調達」、「旅費の支給」及び「謝金の支給」について、以下のとおり重点的に実施する。

(1) 物品検収の確実な実施
① 本学に納入されるすべての物品検収は、原則として検収センター職員が行う。
② 検収は、別に定めるマニュアルにより確実に実施するとともに、その方法等を学内関係者及び納入業者に対し
て周知徹底する。

(2) 旅費の事実確認
① 出張者は、復命書を作成するに当たり、用務が研究打合せ等である場合は復命書に打合せの相手方の所属・

氏名を記述する。
② 財務部照査・検収室は、①に基づき、無作為抽出による事実確認を不定期に実施する。

(3) 謝金の事実確認

① 従事者（学生等）は、業務終了後、次の手続きを行うものとする。

ｱ) 出勤表（兼実施報告書）を部局担当係に持参する。

ｲ) 業務実施に伴い成果物が発生する場合は、出勤表に成果物の一部を添付する。

② 部局担当係は、業務内容等について、必要に応じ、従事者本人から直接事実を確認する。

③ 財務部照査・検収室は、無作為抽出による勤務状況の事実確認を不定期に実施する。

(4) 研究者等及び取引業者のルール遵守誓約書の提出

① 「国立大学法人宮崎大学における公的研究費の適正管理に関する規程」（以下、「規程」という）第6条第2項

の規定により、研究者等及び取引業者から関係ルールを遵守する旨の誓約書の提出を求める。

(5) 不正防止意識の啓発

説明会、研修会及び各種会議などにおいて不正防止に関する説明を行い意識の啓発を図る。
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不正使用について

■「不正使用」とは

ガイドラインのいう不正使用とは、故意、過失及び動機を問わず公的研究費の執行に関するルールに従っていない

使用をいいます。なお、不正使用が確定した場合の処分の内容は、故意、過失等の内容によって異なります。

◆故意、過失別の不正使用の例

故意の不正使用の例 → 預け金、カラ出張など

過失の不正使用の例 → 規程等による使用禁止を知らずに誤使用

■不正使用認定後の処分について

公的研究費の不正使用が認定されると、不正使用を行った「個人」に対する処分だけではなく「本学」が国等の資

金交付機関から処分を受けることがあります。

【個人に対する処分】

◆学内の処分

不正使用の内容（重さ）によっては、宮崎大学職員就業規則等の規程に基づく職員懲戒規程により、懲戒処分

（解雇、降格、停職、減給等）、訓告又は厳重注意を受けます。

◆資金交付機関の処分

競争的資金には、それぞれ制度毎に応募資格停止、加算金を含めた資金の返還等のペナルティが設けられています。

◆法律上の処分

本学又は資金交付機関からの民事及び刑事告訴を受けることがあります。

■個人宛寄附金の管理について

個人宛の寄附金であっても、個人で経理することは不正使用にあたります。

寄附金の個人経理については、多くの公的機関で、会計実地検査等において指摘に上がっており、大学法人等の社

会的信用を損ないかねない重大な事態となっております。

職員個人に寄附された寄附金のうち「当該職員の職務上の教育・研究を助成しようとするもの」、「当該寄附金を

もって本法人の施設又は設備等を使用した教育・研究を実施するための経費に充てようとするもの」は、大学で

管理することになりますので、必ず所属部局の寄附担当係に届け出てください。

なお、個人が確定申告を行う上で、大学へ寄附することで寄附金控除の対象となります。
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不正の手口例(以下は代表的なものであり、容易に発覚します)

不正発覚の過去の事例
◯ 内部通報制度

► 内外関係者からの通報

◯ 内部監査等のモニタリング

► 内部監査や会計監査人、会計検査院、税務当局等外部機関からの要請に基づき実施

した、取引業者の保有する原伝票と大学保有する支出関係書類の照合

◯ アンケート調査

► 附属研究者や取引業者へのアンケート調査による発覚

◯ 業者側からの申し出

► 取引業者側の内部統制が適切に整備・運用されている場合には、業者からの申し出

がある（自己申告による処分軽減措置があるため、業者が保身に走るケースも）

10

〇 物品購入関係

► 架空発注して業者へ支払った分を業者にプールしてもらう

► 業者返品分を、返金させず業者にプールしてもらう（今期の使用にみせかける）

► 市価との差額を業者にプールしてもらう

〇 人件費・謝金関係

► 実態のない出勤

► 作業期間の水増し

〇 旅費交通費関係

► カラ出張

► 申請費用と異なる請求（正規料金とディスカウントなど）

具体的な事例につきましては、下記URLを参照ください。

http://www.miyazaki-u.ac.jp/education/files/20171025jirei.pdf

http://www.miyazaki-u.ac.jp/education/files /〇〇〇〇〇〇〇〇.pdf


不正に関する告発等を受け付けた場合の対応と影響
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大学及び配分機関による不正に対する措置（処分）
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